
 （記載例）  

様式第８号 

令和  年  月  日 

愛知労働局長 殿 

 住  所 〒 000－0000 

            愛知県○○市○○町０－０－０ 

事業場名 株式会社○○ ○○支店 

代表者職氏名 代表取締役 ○○ ○〇 

（℡ 000－0000－0000 ） 

（代理人の場合） 

住  所 〒 

 

事業場名  

代理人氏名               

（℡   －   －  ） 

 

状   況   報   告 

 

令和  年  月  日愛労発企画    第   号をもって交付額確定の通知を受

けた令和〇年度中小企業最低賃金引上げ支援対策費補助金（業務改善助成金）について、

令和  年  月  日現在の助成金を受けた事業場の賃金の状況を下記により報告しま

す。 

なお、下記の記載内容について、相違ありません。 

記 

１ 対象期間について 

第４条第１項に定める賃金額を引き上げてから令和  年  月  日まで 

 

２ 対象期間における解雇等※の有無について 

     （ 該当あり ・ 該当なし ）（注）いずれかに  をすること。 

 

３ 賃金引上計画に基づいて引き上げた労働者の賃金の状況について 

   例：賃金引上げ計画に基づいて、令和〇年〇月〇日に引き上げた額の賃金を引き続き支払っている。 

 

（注）２及び３に該当する労働者の対象期間中の賃金台帳の写し（６月分以上）を添付すること。 

※１ 引き上げた賃金の支払い状況を記載してください 

（例：賃金引上げ計画に基づいて、令和○年○月○日に引き上げた額の賃金を支払っている）。 

※２ 解雇等とは、解雇（天災事変その他やむを得ない事由のために事業の継続が不可能となった場合又は労働者の責めに帰すべき事由

に基づいて解雇した場合は、その旨を記載してください。）のほかに、①その者の非違によることなく勧奨を受けて労働者が退職した

場合又は主として企業経営上の理由により退職を希望する労働者の募集を行った場合において、労働者がこれに応じた場合、②当該事

業場の労働者の時間当たりの賃金額を引き下げた場合、③所定労働時間の短縮又は所定労働日の減少（天災事変その他やむを得ない事

由のために事業の正常な運営が不可能となった場合又は法定休暇の取得その他労働者の都合による場合を除く。）に係る労働契約の内

容を変更して当該事業場の労働者について、変更前の労働契約に基づいて算定した賃金額より当該変更後の賃金額を減じた場合 

交付額確定及び支給決定通知書

の右上に記載されている番号、

日付を記載してください。

労働保険で登録している住所及び

事業場名を記載してください。


